
証券コード　1768
平成29年６月２日

株　主　各　位
兵庫県高砂市曽根町2257番地の１

代表取締役社長 福 島 孝 一

第77期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第77期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙
に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）当社営業時間終了の
時（午後５時）までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 兵庫県高砂市曽根町2257番地の１

当社本店３階会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第77期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告
の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第77期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類
の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

◎当日は、当社では軽装（クールビズ）にて対応させていただきますのでご了承ください。
つきましては、株主の皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い申
しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.sonec-const.co.jp/)に掲載させて
いただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、企業の人件費増加に対する慎重姿勢の影

響から、個人消費は下押し気味に推移しましたが、幅広い業種で企業の生産活動は

持ち直し、中国やアジア向けに対する各種部品の輸出も増加し、景気は緩やかに回

復してまいりました。

建設業界におきましては、東京五輪関係等により官公庁工事の発注が増加し、民

間工事ではオフィスビルや流通施設が需要を牽引する格好となり、堅調な状況が続

いております。一方、運輸業界におきましては、小幅ながらも国内の荷動きは前年

割れとなる状況が数年に渡り続いており、物流事業者にとっては厳しい環境となっ

ています。

このような状況の下で、当企業グループは主力たる建設事業について、採算面の

確保にも努力しつつ、受注獲得に全社をあげて邁進してまいりました結果、当連結

会計年度における建設事業の受注高は、前期比3.2％増の134億37百万円となりまし

た。

売上高につきましては、建設事業においては多くの期首繰越工事高と好調な受注

が完工高を押し上げ、運輸事業も主力取扱積載物の流通は相変わらず低迷しており

ますが、前年並みの売上高を確保でき、前期比6.5％増の146億18百万円となりまし

た。

一方、利益につきましては建設事業の増収効果から、当連結会計年度の営業利益

は前期比91百万円増の７億67百万円、経常利益は前期比89百万円増の８億25百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益につきましても前期比80百万円増の５億60百万円

となりました。
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　事業別の業績は次のとおりであります。

建　設　事　業

　建設事業の受注高134億37百万円の工事別内訳は、建築工事が89.2％、土木工事が

10.8％、発注者別内訳では、官公庁工事が3.9％、民間工事が96.1％となりました。

　完成工事高は、前期比6.5％増の144億21百万円となりました。その工事別内訳は、

建築工事が94.3％、土木工事が5.7％、発注者別内訳では、官公庁工事が4.8％、民

間工事が95.2％であります。

　次に、完成工事総利益につきましては、前期比1.5％増の11億87百万円となりまし

た。

運　輸　事　業

　運輸事業の売上高は、前期比3.5％増の１億97百万円となりました。また、運輸事

業総利益は、前期比17.0％増の61百万円となりました。

　当連結会計年度における事業別の受注高・売上高・繰越高は、次のとおりであり

ます。

受注高・売上高・繰越高
(単位：百万円）

区 分
前連結会計年度
繰 越 高

当連結会計年度
受 注 高

当連結会計年度
売 上 高

次連結会計年度
繰 越 高

建
設
事
業

建 築 8,459 11,982 13,592 6,850

土 木 492 1,454 828 1,118

計 8,952 13,437 14,421 7,968

運 輸 事 業 － － 197 －

合 計 8,952 13,437 14,618 7,968

②　設備投資及び資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。
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(2) 対処すべき課題

建設事業におきましては、我が国の建設業界は活気づいており、建設業の社会的意

義は高まっております。しかし一方で、建設従事者の減少に歯止めがかからず、更に

は資材価格の動向も見通し難い状況にあります。また子会社における運輸業界につき

ましても国内輸送は好調ですが、燃料費の価格が不安定で、運転手人件費も上昇傾向

で、両事業共に好材料と不安材料が交錯する経営環境となっております。

現在、その必要性が声高く叫ばれている地方再生についても、地元建設業界の果た

す役割は非常に重要と考えます。持続的成長を果たしつつ、地方の中堅ゼネコンとし

て如何に生き残っていくかが、経営の最大の課題であります。

そのため、費用対効果の観点から常に見直しを行いながら経営の効率化を推進する

とともに、最大の経営資源であります人材を育成することにより、営業力を強化し、

施工コストを削減し、品質の向上を図る方針であります。

効率面については、業務のスピード化を目的とした新基幹システムと、ワークフロ

ーの導入から更に付随業務へと、今後一層の業務改善を進めてまいります。

営業面については、昨年３月、東京証券取引所市場第一部指定を果たしたことによ

り、一層、官民ニーズを素早くキャッチし、収益機会を今後将来に亘り獲得し、得意

分野の医療・福祉部門を中心に兵庫県下での経営基盤をより強固にしてまいります。

一方、施工体制面では、営業部門と施工部門の連携の下に、上昇する労務費・購買

コストへの対応を図りつつ、品質向上への取組みを強化する方針であります。また施

工部門の人材育成の一環として、一級建築士をはじめとする資格取得のため外部教育

機関への受講支援を引続き実施し、少数精鋭スタッフの実現を目指しております。

株主の皆様におかれましては、今後とも、当社事業に対して、なお一層のご理解と

ご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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(3) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分
第74期

(平成26年３月期)
第75期

(平成27年３月期)
第76期

(平成28年３月期)

第77期
(当連結会計年度)
(平成29年３月期)

受 注 高 12,020 15,229 13,017 13,437

売 上 高 12,459 12,136 13,730 14,618

経 常 利 益 553 650 735 825

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

332 385 480 560

１株当たり当期純利益 45円25銭 52円37銭 65円55銭 76円46銭

総 資 産 9,625 9,243 10,503 10,585

純 資 産 4,204 4,568 4,905 5,424

（注）１株当たり当期純利益の金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

(4) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

ケミカル運輸株式会社 50 100
一 般 貨 物 自 動 車 運 送
及 び 貨 物 運 送 取 扱 事 業

(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

会 社 名 事 業 事 業 の 内 容

当 社
建 設 事 業 建築、土木並びにこれらに関連する事業

不動産事業 不 動 産 の 賃 貸 及 び 仲 介 事 業

ケミカル運輸株式会社 運 輸 事 業 一般貨物自動車運送及び貨物運送取扱事業
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(6) 主要な営業所（平成29年３月31日現在）

会 社 名 営 業 所

当 社

本 社 兵庫県高砂市

支 店

名古屋支店（名古屋市）
大阪支店（大阪市）
神戸支店（神戸市）
姫路支店（兵庫県姫路市）

営 業 所 東京営業所（東京都葛飾区）

ケミカル運輸株式会社
本 社 兵庫県高砂市

営 業 所 山口営業所（山口県熊毛郡平生町）

(7) 使用人の状況（平成29年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

119（21）名 11名増（１名増）

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しており

ます。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

106（20）名 10名増（１名増） 41.1歳 14.8年

（注）１．使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載して

おります。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 26,000,000株

②　発行済株式の総数 7,335,507株（自己株式164,493株を除く。）

③　株主数 3,507名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

富 士 京 不 動 産 株 式 会 社 2,513 34.26

ソ ネ ッ ク 取 引 先 持 株 会 998 13.61

ソ ネ ッ ク 社 員 持 株 会 361 4.93

渡 辺 健 一 116 1.58

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100 1.36

株 式 会 社 み な と 銀 行 100 1.36

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信託銀行株式会社（信託口）

89 1.22

渡 邊 　 弘 89 1.21

山 本 組 子 80 1.09

ヤ ン グ 開 発 株 式 会 社 78 1.07

（注）１．当社は、自己株式を164,493株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

渡 辺 健 一 取 締 役 会 長 －

福 島 孝 一 代 表 取 締 役 社 長 －

清 水 省 己 常務取締役(経営管理部長) －

村 上 一 彦 取 締 役 ( 工 務 部 長 ) －

西 垣 　 誠 取 締 役 ( 施 工 部 長 ) －

上 甲 　 晃 取 締 役 －

稲 田 　 豊 取 締 役 －

河 合 正 廣 常 勤 監 査 役 －

竹 内 健 二 監 査 役 －

久 　 英 之 監 査 役 －

小 野 邦 久 監 査 役 －

（注）１．取締役　上甲晃氏及び稲田豊氏は、社外取締役であります。

２．監査役　竹内健二氏、久英之氏及び小野邦久氏は、社外監査役であります。

３．当社は、取締役　上甲晃氏及び稲田豊氏、監査役　竹内健二氏を東京証券取引所の定めに基づく

独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。
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③　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

８名
（２名）

54,100千円
（2,487千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

５名
（３名）

10,461千円
（3,611千円）

合 計 13名 64,561千円

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成17年６月29日開催の第65期定時株主総会において、年額100,000千円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また、同枠範囲内で、

平成26年６月25日開催の第74期定時株主総会において、ストックオプション報酬額として年額

6,000千円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成３年６月21日開催の第51期定時株主総会において、年額50,000千円

以内と決議いただいております。また、同枠範囲内で、平成26年６月25日開催の第74期定時株主

総会において、ストックオプション報酬額として年額6,000千円以内と決議いただいております。

３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

４．支給額には、当事業年度に係る以下の役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。

取締役 5,842千円（うち社外取締役　177千円）

監査役 861千円（うち社外監査役　311千円）

５．上記のほか、平成28年６月24日開催の第76期定時株主総会の決議に基づき、退職慰労金を以下の

とおり支給しております。

取締役　　　　　　１名 9,218千円

監査役　　　　　　１名 440千円
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④　社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 上 甲 　 晃

当事業年度に開催された取締役会７回の全てに出席いたしま

した。出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な

経験と幅広い見識に基づき、経営全般の観点から適宜発言をい

たしております。

取締役 稲 田 　 豊

平成28年６月24日就任以降、当事業年度に開催された取締役会

５回の全てに出席いたしました。出席した取締役会におい

て、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経

営全般の観点から適宜発言をいたしております。

監査役 竹 内 健 二

当事業年度に開催された取締役会７回の全てに、また、監査役

会７回の全てに出席いたしました。出席した取締役会におい

て、法令遵守の観点から常に注意喚起の発言をいたしておりま

す。また、監査役会においても、他の監査役が行った監査につ

いて適宜質問をするとともに、必要に応じ社外監査役の立場か

ら意見を述べております。

監査役 久 　 英 之

当事業年度に開催された取締役会７回のうち６回、監査役会７

回のうち６回に出席いたしました。出席した取締役会におい

て、法令遵守の観点から常に注意喚起の発言をいたしておりま

す。また、監査役会においても、他の監査役が行った監査につ

いて適宜質問をするとともに、必要に応じ社外監査役の立場か

ら意見を述べております。

監査役 小 野 邦 久

平成28年６月24日就任以降、当事業年度に開催された取締役会

５回のうち４回、監査役会５回のうち４回に出席いたしまし

た。出席した取締役会において、法令遵守の観点から常に注意

喚起の発言をいたしております。また、監査役会においても、

他の監査役が行った監査について適宜質問をするとともに、必

要に応じ社外監査役の立場から意見を述べております。
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(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称　　　　　有限責任監査法人　トーマツ

②　報酬等の額

支 払 額

イ．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

ロ．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

20,000千円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく会計監査人の監査と金融商品取引法に

基づく監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記イ．の金

額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい

て同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内

容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会

計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のと

おりであります。

①　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

イ．当社及び当社子会社では、「企業グループ行動規範」の指針に沿って具体的な

管理規程を設け、規程を遵守することで取締役及び使用人の職務の執行が法令

及び定款に適合する体制を確保する。

ロ．代表取締役社長は、取締役会を自由、闊達を旨として運営し、取締役、監査役

の意見を十分聴取して決議を図るなど、取締役会に求められている機能を最大

限活用する。

ハ．取締役会は、取締役会付議・同報告基準及びその他の社内規程を整備し、各取

締役はそれらの規程に則り業務を執行し、必要に応じて取締役会に議案を諮り、

又は報告すべき事項を適時、適切に報告する。

ニ．社内規程の整備により、各部門、各職位における業務分掌と各職位に応じた責

任と権限を明確にし、併せて、部門間、職位間の相互牽制機能が働く制度を確

立することにより、法令及び定款に適合する体制を構築する。

ホ．内部監査部門が社内規程、関連法令等の遵守状況を定期的に、又は必要に応じ

て監査し、問題があれば取締役会で検討のうえ是正措置を講じる。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．取締役会資料、その他職務執行に係る重要な情報は、文書管理規程に基づき文

書又は電磁的媒体（以下「文書等」という。）に記録し保存する。

ロ．取締役及び監査役は、必要に応じこれらの文書等を閲覧できる体制にする。

③　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．法令違反リスクについては、行動規範及び営業活動遵守基準を制定し、規程の

遵守を徹底させることによりリスク発生の防止に努める。

ロ．業務遂行上の想定されるリスクについては、業務関連規程で対応策を定め、規

程を遵守することにより各種リスク発生の事前防止とリスク発生時の損失最小

化に努める。

ハ．突発的なリスクの発生時又は発生のおそれがあるときは、取締役会で対応責任

者となる取締役を定め、速やかに対応措置を講じるものとする。
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ニ．監査室は、当社及び当社子会社に対する年間監査計画に基づき業務監査を実施

し、その結果を代表取締役社長に報告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．重要事項の決定には、その都度取締役会を開催し十分な議論を尽くしたうえで

決議することにより、重要事項の経営判断について、多面的な検証と迅速な意

思決定を行う。

ロ．執行役員制度を採用し、取締役会の活性化と業務執行機能の強化を図る。

ハ．予算管理制度により各部門の業務執行が効率的に行われる体制を構築し、取締

役会が予算・実績を月次で管理することにより、その進捗状況を検証し、必要

に応じて改善策を実施する。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

イ．子会社の経営については自主性を尊重しつつも、定期的に事業内容を報告させ

るとともに、重要案件については当社と事前協議を行う体制とする。

ロ．監査室は、子会社を担当する部署と十分な情報交換を行いつつ、子会社に対し

業務監査を実施する。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人を求めた場合における、当該使用人及び監査役

の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ．監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合は、監査目的に必要な使用人

を配置する。

ロ．監査役の職務を補助すべき使用人の独立性については、監査室担当者は、その

補助業務に関して監査役の指揮命令下で遂行することとし、人事異動、人事考

課は監査役の同意を必要とすることにより、実効性及び独立性を確保する。

⑦　当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、及び監

査役への報告に関する体制

イ．当社及び当社子会社の取締役及び使用人等は、会社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事実及び法令違反、定款違反があることを発見したときは、直ちに監

査役に報告する。

ロ．監査役に報告・情報提供を行った当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、

いかなる不利益な取扱いも受けない。
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⑧　当社監査役の職務の遂行について生ずる費用の処理に関する事項

　監査役の職務を遂行するうえで必要な費用は会社が負担するものとし、その費用

の前払いまたは償還等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑨　財務報告の信頼性を確保するための体制

イ．財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ

適切な提出のため、内部統制システムの構築を行う。

ロ．内部統制システムと金融商品取引法及びその他の関係法令等との適合性を確保

するために、その仕組みを継続的に評価し必要な是正を行う。

⑩　反社会的勢力排除に向けた体制

イ．社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然

とした姿勢で組織的に対応する。

ロ．反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、経営管理部を対応総括部署と

し、警察等関連機関とも連携して対応する。

　上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、その基本方針に基づ

き具体的な取組みを行うとともに、内部統制システムの運用状況について重要な不

備がないか断続的に評価しております。また、経営管理部及び監査室が中心となり、

当社及び当社子会社の各部門に対して、内部統制システムの重要性と法令遵守に対

する意識づけを行い、当企業グループ全体を統括、推進させております。

（注）本事業報告は、金額及び株式数については表示単位未満の端数を切り捨てて表示しており、比率につ

いては表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

会 員 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,148,952

4,991,009

3,918,797

48,595

1,358

38,408

192,022

△41,240

1,436,053

866,744

102,920

27,009

736,814

71,887

497,421

368,064

69,400

61,999

44,118

△46,160

流 動 負 債 4,878,918

支払手形・工事未払金等 4,454,845

未 払 法 人 税 等 142,224

未 成 工 事 受 入 金 149,352

完成工事補償引当金 8,000

工 事 損 失 引 当 金 7,100

賞 与 引 当 金 37,400

そ の 他 79,996

固 定 負 債 281,478

役員退職慰労引当金 33,984

退職給付に係る負債 235,654

そ の 他 11,840

負 債 合 計 5,160,397

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,332,487

資 本 金 723,000

資 本 剰 余 金 477,001

利 益 剰 余 金 4,215,515

自 己 株 式 △83,029

その他の包括利益累計額 92,121

その他有価証券評価差額金 92,121

純 資 産 合 計 5,424,608

資 産 合 計 10,585,006 負 債 及 び 純 資 産 合 計 10,585,006
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

売 上 高

完 成 工 事 高 14,421,168

運 輸 事 業 売 上 高 197,305 14,618,473

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 13,233,357

運 輸 事 業 売 上 原 価 136,293 13,369,650

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 1,187,810

運 輸 事 業 総 利 益 61,012 1,248,822

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 481,188

営 業 利 益 767,634

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,652

受 取 配 当 金 8,266

受 取 賃 貸 料 49,612

売 電 収 入 2,046

そ の 他 2,542 66,120

営 業 外 費 用

賃 貸 費 用 6,404

売 電 費 用 1,827

そ の 他 345 8,577

経 常 利 益 825,177

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 901 901

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,817 1,817

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 824,261

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 257,558

法 人 税 等 調 整 額 5,850 263,409

当 期 純 利 益 560,851

親会社株主に帰属する当期純利益 560,851
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 723,000 477,001 3,728,018 △83,029 4,844,990

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △73,355 △73,355

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

560,851 560,851

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 487,496 － 487,496

当 期 末 残 高 723,000 477,001 4,215,515 △83,029 5,332,487

項 目

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 60,734 60,734 4,905,725

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △73,355

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

560,851

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

31,386 31,386 31,386

当 期 変 動 額 合 計 31,386 31,386 518,883

当 期 末 残 高 92,121 92,121 5,424,608
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　ケミカル運輸株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度末と一致しております。

(5) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・未成工事支出金

個別法による原価法

・材料貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　30～47年

－ 18 －



ロ．無形固定資産

・自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積

補償額に基づいて計上しております。

ハ．工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しておりま

す。

ニ．賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末の要支給額を計上してお

ります。

④　退職給付に係る負債の計上基準

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末の退職給付債務（簡便法による期末自己都合

要支給額）を計上しております。

⑤　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事

完成基準を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、13,741,658千円であります。

(6) 消費税等の会計処理

　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

(7) 追加情報

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当連結会計年度から適用しております。
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２．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

３．連結貸借対照表等に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金預金 6,000千円

②　担保に係る債務

支払手形・工事未払金等 3,111千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 481,860千円

(3) 保証債務

　下記の得意先の分譲マンション販売にかかる手付金等受領額に対して、信用保証会社へ保証を行っ

ております。

ヤング開発㈱ 16,400千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数 (株 )

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数 (株 )

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普通株式 7,500,000 － － 7,500,000

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
の 株 式 数 ( 株 )

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数 (株 )

当 連 結 会 計 年 度
減少株式数 (株 )

当連結会計年度末
の 株 式 数 ( 株 )

普通株式 164,493 － － 164,493

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配 当 金 の
総 額 ( 千 円 )

１ 株 当 た り
配 当 額 (円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 73,355 10 平成28年３月31日 平成28年６月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 95,361 13 平成29年３月31日 平成29年６月26日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当企業グループは、設備資金・運転資金ともに銀行等金融機関からの借入による調達を行っており

ません。一時的な余資は安全性の高い短期的な預金などに限定して運用しております。

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当社

の受注管理規程に従い、取引先ごとに期日及び残高を管理し、回収懸念リスクの縮小化を図っており

ます。

　投資有価証券は主に、取引先企業ないしは取引銀行に関連する株式であります。上場株式について

は、毎月時価の把握を行い、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等については、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり、

決済の流動性は確保されております。また連結売上高の最低10％相当以上の手許流動性を維持するこ

となどにより、流動性リスクを管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金預金 4,991,009 4,991,009 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 3,918,797 3,918,797 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 358,964 358,964 －

(4) 支払手形・工事未払金等 4,454,845 4,454,845 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金預金、(2) 受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 支払手形・工事未払金等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額9,100千円）については、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当企業グループは、兵庫県その他の地域において、賃貸用等の土地・建物を所有しております。

　平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は43,207千円（賃貸収益は営業外収益

に、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

344,624 － 344,624 765,499

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

７．１株当たり情報に関する注記

①　１株当たり純資産額 739円50銭

②　１株当たり当期純利益 76円46銭

（注）上記の金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

8,927,508

4,810,165

449,741

3,430,357

48,595

577

1,705

37,060

190,304

△41,000

1,460,717

845,715

102,920

16,353

8,067

718,374

71,519

543,481

368,064

50,000

163

58,069

113,344

△46,160

流 動 負 債 4,856,660

支 払 手 形 2,673,764

工 事 未 払 金 1,774,162

未 払 金 12,238

未 払 費 用 28,745

未 払 法 人 税 等 136,584

未 成 工 事 受 入 金 149,352

預 り 金 27,424

前 受 収 益 4,289

完成工事補償引当金 8,000

工 事 損 失 引 当 金 7,100

賞 与 引 当 金 35,000

固 定 負 債 268,923

退 職 給 付 引 当 金 223,099

役員退職慰労引当金 33,984

そ の 他 11,840

負 債 合 計 5,125,584

純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,170,519

資 本 金 723,000

資 本 剰 余 金 477,001

資 本 準 備 金 472,625

その他資本剰余金 4,376

利 益 剰 余 金 4,053,547

利 益 準 備 金 114,000

その他利益剰余金 3,939,547

別 途 積 立 金 3,332,500

特別償却準備金 7,094

繰越利益剰余金 599,953

自 己 株 式 △83,029

評価・換算差額等 92,121

その他有価証券評価差額金 92,121

純 資 産 合 計 5,262,641

資 産 合 計 10,388,225 負 債 及 び 純 資 産 合 計 10,388,225
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損　益　計　算　書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

完 成 工 事 高 14,421,168

完 成 工 事 原 価 13,236,957

完 成 工 事 総 利 益 1,184,210

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 473,971

営 業 利 益 710,239

営 業 外 収 益

受 取 利 息 429

有 価 証 券 利 息 3,209

受 取 配 当 金 15,766

受 取 賃 貸 料 53,032

業 務 受 託 料 8,760

受 取 出 向 料 18,843

売 電 収 入 2,046

そ の 他 1,885 103,972

営 業 外 費 用

賃 貸 費 用 7,362

売 電 費 用 1,827

そ の 他 89 9,278

経 常 利 益 804,933

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 549 549

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,817 1,817

税 引 前 当 期 純 利 益 803,666

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 247,344

法 人 税 等 調 整 額 6,166 253,510

当 期 純 利 益 550,155
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株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：千円）

項 目

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
特別償却
準 備 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 723,000 472,625 4,376 477,001 114,000 2,952,500 8,308 501,939 3,576,747

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △1,214 1,214 －

別 途 積 立 金 の 積 立 380,000 △380,000 －

剰余金の配当 △73,355 △73,355

当 期 純 利 益 550,155 550,155

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － － － － 380,000 △1,214 98,014 476,800

当 期 末 残 高 723,000 472,625 4,376 477,001 114,000 3,332,500 7,094 599,953 4,053,547

項 目

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 　 　 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △83,029 4,693,719 60,734 60,734 4,754,454

当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 － －

別 途 積 立 金 の 積 立 － －

剰余金の配当 △73,355 △73,355

当 期 純 利 益 550,155 550,155

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

31,386 31,386 31,386

当期変動額合計 － 476,800 31,386 31,386 508,186

当 期 末 残 高 △83,029 5,170,519 92,121 92,121 5,262,641
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．子会社株式

移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価のあるもの

　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

イ．未成工事支出金

個別法による原価法

ロ．材料貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く｡ ）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　30～47年

②　無形固定資産

・自社利用のソフトウェア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　長期前払費用

　定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償

額に基づいて計上しております。
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③　工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上しております。

④　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑤　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支

給額）を計上しております。

⑥　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末の要支給額を計上しておりま

す。

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

　なお、工事進行基準による完成工事高は、13,741,658千円であります。

(5) 消費税等の会計処理

　消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

(6) 追加情報

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を当事業年度から適用しております。

２．会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した

建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

３．貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 295,297千円

(2) 保証債務

　下記の得意先の分譲マンション販売にかかる手付金等受領額に対して、信用保証会社へ保証を行っ

ております。

ヤング開発㈱ 16,400千円
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４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引による取引高

　完成工事原価

営業取引以外の取引による取引高

3,600千円

38,523千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
の 株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度
増加株式数 (株 )

当 事 業 年 度
減少株式数 (株 )

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数 ( 株 )

普通株式 164,493 － － 164,493

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

工事損失引当金 2,187千円

賞与引当金 10,783千円

退職給付引当金 68,317千円

役員退職慰労引当金 10,437千円

投資有価証券評価損 38,048千円

ゴルフ会員権評価損 17,572千円

土地評価損 26,529千円

その他 24,271千円

繰延税金資産小計 198,148千円

評価性引当額 △86,685千円

繰延税金資産合計 111,462千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △13,207千円

その他 △3,124千円

繰延税金負債合計 △16,332千円

繰延税金資産の純額 95,130千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

種 類 会社等の名称
資 本 金
(千円)

事業の内容
議 決 権 の 所 有
(被所有)割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼 任
事業上
の関係

子会社
ケミカル運輸
株 式 会 社

50,000

一般貨物自
動車運送及
び貨物運送
取 扱 事 業

100.0
(－)

兼任
３名

－

業務受託料 8,760 － －

受取出向料 18,843 － －

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

１．業務受託については、当社が子会社の総務及び経理業務の全般を受託しており、受託料については、

これらの役務を提供するために必要な全社費用のうち、子会社分として合理的な基準に基づき案分

計算をし、決定しております。

２．出向者の人件費については、当社における当該者の給与、賞与及び社会保険料等を勘案して合理的

に見積もり、決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

①　１株当たり純資産額 717円42銭

②　１株当たり当期純利益 75円00銭

（注）上記の金額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

10．その他の注記

　該当事項はありません。

（注）連結計算書類及び計算書類の金額は、１株当たり情報に関する注記を除き、表示単位未満の端数を切

り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月12日

株　式　会　社　ソ　ネ　ッ　ク

取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 村 圭 志 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊 東 昌 一 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ソネックの平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社ソネック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月12日
株　式　会　社　ソ　ネ　ッ　ク

取　締　役　会　　御　中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 森 村 圭 志 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊 東 昌 一 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ソネックの平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第77期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり

報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(１)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。

(２)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい

て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見

を表明いたしました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　平成29年５月19日

株式会社ソネック　監査役会

常勤監査役 河 合 正 廣 ㊞

社外監査役 竹 内 健 二 ㊞

社外監査役 久 　 英 之 ㊞

社外監査役 小 野 邦 久 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、経営体質強化の観点から内部留保に意を用いつつ、株主の皆様への安定し

た配当を継続することを基本方針としており、剰余金の処分につきましては、以下の

とおりとさせていただきたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　第77期の期末配当につきましては、上記の基本方針並びに当期の業績を鑑み、

株主の皆様の長年のご支援にお応えすべく、１株につき13円とさせていただきた

いと存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその額

当社普通株式　　１株につき金13円　　　総額　　95,361,591円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月26日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、

以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

(1) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 450,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 450,000,000円
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第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役７名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社株式の数

１

わた

渡
なべ

辺
けん

健
いち

一

（昭和21年12月17日生）

昭和47年８月　当社入社（社長室長）

昭和50年５月　当社取締役社長室長

昭和52年４月　当社常務取締役

昭和55年６月　当社取締役副社長

昭和59年８月　当社代表取締役社長

平成24年６月　当社取締役会長（現任）

116,000株

<取締役候補者とした理由>

渡辺健一氏は、長年当社の代表取締役社長として当社の成長・発展に貢献してまいりました。業

界及び関連業界に幅広い人脈を形成するとともに、当社における豊富な業務経験と事業経営に関

する十分な知見を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするものでありま

す。

２

ふく

福
しま

島
こう

孝
いち

一

(昭和31年３月22日生)

昭和53年４月　当社入社

平成15年10月　当社営業部担当部長

平成16年６月　当社取締役営業担当

平成17年４月　当社取締役営業部長

平成18年６月　当社常務取締役営業部長

平成20年６月　当社専務取締役営業部長

平成24年１月　当社取締役副社長

平成24年６月　当社代表取締役社長

平成26年４月　当社代表取締役社長兼営業本部長

平成27年12月　当社代表取締役社長（現任）

17,000株

<取締役候補者とした理由>

福島孝一氏は、入社以来、主に建築業務及び営業関連業務に携わり、現場に精通した豊富な経

験・知識と高い専門能力を有するとともに、平成24年の代表取締役就任以降、当社の経営にあた

っており、当社における豊富な業務経験と事業経営に関する知見を有していることから、引き続

き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社株式の数

３

し

清
みず

水
せい

省
き

己

(昭和35年２月17日生)

平成16年７月　㈱三井住友銀行東京中央法人営業第

四部部付部長

平成17年５月　同行浅草橋法人営業部部付部長

平成21年６月　当社入社（経営管理部部長）

平成21年６月　当社執行役員経営管理部長

平成23年６月　当社取締役経営管理部長

平成27年６月　当社常務取締役経営管理部長　　　

（現任）

4,000株

<取締役候補者とした理由>

清水省己氏は、入社以来、経営管理部長として、主に管理部門を担当しており、長年にわたる金

融業界での豊富な業務経験及び事業経営に関する知見を有していることから、引き続き取締役と

して選任をお願いするものであります。

４

むら

村
かみ

上
かず

一
ひこ

彦

(昭和33年７月３日生)

昭和56年４月　当社入社

平成23年４月　当社施工部建築担当部長

平成24年１月　当社施工部建築部長

平成24年６月　当社執行役員建築部長

平成25年６月　当社取締役施工部長兼建築部長

平成27年４月　当社取締役工務部長（現任）

18,000株

<取締役候補者とした理由>

村上一彦氏は、入社以来、主に建築業務に携わり、現場に精通した豊富な経験・知識と高い専門

能力を有するとともに、現在は工務部長として、主に原価管理を担当しており、長年にわたる当

社での豊富な業務経験及び事業経営に関する知見を有していることから、引き続き取締役として

選任をお願いするものであります。

５

※
もり

森
た

田
とし

敏
お

夫

(昭和39年９月11日生)

昭和62年４月　当社入社

平成19年４月　当社建築部課長

平成24年４月　当社施工部建築部課長

平成26年４月　当社施工部建築部次長

平成27年４月　当社施工部建築部長

平成27年６月　当社執行役員建築部長（現任）

13,000株

<取締役候補者とした理由>

森田敏夫氏は、入社以来、主に建築業務に携わり、現場に精通した豊富な経験・知識と高い専門

能力を有するとともに、現在は執行役員建築部長として、主に建築部門を担当しており、長年に

わたる当社での豊富な業務経験及び事業経営に関する知見を有していることから、取締役として

選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社株式の数

６

<社外>
じょう

上
こう

甲
 

　
あきら

晃

(昭和16年10月31日生)

昭和53年10月　松下電器産業㈱（現パナソニック㈱）

電子レンジ事業部販売課長

昭和56年10月　(財)松下政経塾出向 理事・塾頭

平成７年10月　松下電器産業㈱(現パナソニック㈱)

　　　　　　　副理事

平成８年５月　㈲志ネットワーク社設立 代表取締役

　　　　　　　（現任）

平成９年４月　「青年塾」設立 塾長（現任）

平成27年６月　当社取締役（現任）

7,000株

<社外取締役候補者とした理由>

上甲晃氏は、(財)松下政経塾での長年の人材育成に加え、㈲志ネットワーク社及び青年塾での若

手の人材育成に鑑み、その豊富な見識と経験を当社の経営に反映していただくことや、社外の客

観的視点からの経営監督により、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断

し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。

７

<社外>
いな

稲
だ

田
 

　
ゆたか

豊

(昭和30年11月４日生)

昭和53年４月　関西電力㈱入社

平成18年６月　同社お客さま本部副本部長

平成21年６月　同社執行役員姫路支店長

平成23年６月　同社取締役電気事業連合会理事・事務

局長

平成24年６月　㈱きんでん常任監査役

平成27年６月　㈱関電アメニックス取締役社長

　　　　　　　（現任）

平成28年６月　当社取締役（現任）

―　株

<社外取締役候補者とした理由>

稲田豊氏は、長年にわたる企業経営者としての豊富な経験に基づき、その豊富な見識と経験を当

社の経営に反映していただくことや、社外の客観的視点からの経営監督により、社外取締役とし

ての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするも

のであります。

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
(1) 上甲晃氏及び稲田豊氏は、社外取締役候補者であります。
(2) 上甲晃氏及び稲田豊氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役とし

ての在任期間は、本総会終結の時をもって上甲晃氏が２年、稲田豊氏が１年となります。
(3) 当社は、上甲晃氏及び稲田豊氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第

１項に定める最低責任限度額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約
を締結しており、上甲晃氏及び稲田豊氏の再任が承認された場合には、両氏との間で当該契約
を継続する予定であります。

(4) 当社は、上甲晃氏及び稲田豊氏の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出
ております。両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
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第３号議案　監査役１名選任の件

　監査役　河合正廣氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役

１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重　要　な　兼　職　の　状　況）

所 有 す る
当社株式の数

※
はら

原
　

　
しゅう

修
いち

一

（昭和32年９月４日生）

昭和55年４月　当社入社

平成12年４月　当社経営管理部課長

平成18年４月　当社経営管理部次長

平成23年４月　当社経営管理部部長（現任）

34,300株

<監査役候補者とした理由>

原修一氏は、入社以来、主に管理部門を担当しており、長年にわたる財務経理部門での豊富な業務経験を

当社の監査に反映していただくため、監査役として選任をお願いするものであります。

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．原修一氏が選任された場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結する予定であります。

第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます西垣誠氏及び監査役

を退任されます河合正廣氏に対し、それぞれ在任中の功労に報いるため、当社所定の

基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。なお、その具

体的金額、贈呈の時期、方法等につきましては、退任取締役については取締役会に、

退任監査役については、監査役の協議にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

にし

西
がき

垣
　

　
まこと

誠
平成26年６月　当社取締役就任

現在に至る

かわ

河
い

合
まさ

正
ひろ

廣
平成25年６月　当社常勤監査役就任

現在に至る

以　上
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株主総会会場ご案内略図

会　場　兵庫県高砂市曽根町2257番地の１

当社本店３階会議室

電　話　079－447－1551

最寄駅　山陽電鉄・山陽曽根駅

N

三井住友
銀行

高砂市
曽根支所

曽根駅前
綜合市場

曽根天満宮

曽根小学校

山陽電鉄
山陽曽根駅

至姫路

至姫路 至神戸

至明石

株式会社
ソネック

◎駐車場の収容台数が少ないため、お車でのご来場はご遠慮くださいます
ようお願い申しあげます。


